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最低賃金法の改正と中小企業支援策の拡充を求める意見書 

 

 ２０２４年度の最低賃金の引き上げは、過去最大の引き上げ幅となった。その一

方で物価の高騰は､私たちの生活を圧迫し､中小企業･小規模事業所に打撃を与え､地 

域経済を疲弊させている。ＧＤＰの６割を占める国民の消費購買力を高め､経済の好

循環をつくるためには、更なる最低賃金の底上げが必要である。 

 最低賃金法では、「その地域の労働者の生計費と賃金、事業の支払能力」を考慮

し、最低賃金額を決定しているが、最高の東京都で時給１，１６３円、最も低い県 

では９５１円であり、２１２円の賃金の地域間格差が残っている。この地域間格差

は、人口の一極集中や若者の都市部への流出を進め、地域の経済格差につながって

いる。 

 また、欧州の先進諸国では、高い水準の最低賃金で労働者の質、消費購買力を確

保しつつ、地域経済と中小企業を支える経済の実現のために、政府が率先して大規 

模な中小企業支援策を講じ、最低賃金の引き上げを支えている。 

以上の趣旨により、下記の項目の早期実現を求め、意見書を提出する。 

 

記 

 

１．政府は、最低賃金法における賃金の地域間格差の是正を進めること。 

 

２．政府は、最低賃金の引き上げができ、経営が継続できるように、中小企業・小  

   規模事業所への支援策を抜本的に拡充・強化し、国民の生命とくらしを守るこ 

と。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 


